
（平成２４年２月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 13 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 29 件

国民年金関係 21 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

神奈川国民年金 事案 6516 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年４月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年４月から 56年３月まで 

    私は、昭和 48 年３月に転居後、国民年金の住所変更手続を行っていなか

ったため、国民年金保険料を納付していなかった。そのことを気にしてい

た父親が、53 年春頃に私の国民年金の住所変更手続を行い、その頃に併せ

て私の夫に国民年金の加入及び納付を勧め、それを契機に夫は国民年金の

加入手続を行い、保険料の納付を始めた。 

    父親が住所変更手続した際に納付書の送付先を実家宛てに変更したと聞

いており、届いた納付書により、私が第３号被保険者になるまで父親が金

融機関で国民年金保険料を納付していたと聞いていたにもかかわらず、申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫が申立人の父親に勧められて国民年金の加入手続を行っ

た昭和 53 年の春頃に、父親が市役所で申立人の国民年金の住所変更手続を行

ったと主張しているところ、夫の国民年金の加入手続時期は、国民年金被保

険者名簿から同年６月と確認できることから、申立内容と一致している。 

   また、申立人は、その父親が納付書の送付先を実家宛てに変更し、実家近

くの金融機関で国民年金保険料を納付していたと主張しているところ、申立

人が居住していた市から申立人の実家宛てに納付書が送付されたかについて、

同市役所は資料が無いため不明としているが、申立人が所持している昭和 58

年度以降の領収証書には、申立期間当時の申立人の住所が記載されているも

のの、保険料の納付先は、申立人の主張どおり、実家近くの金融機関である

ことが確認できることから、その父親が申立人の保険料を納付していたと考



 

  

えても不自然ではない。 

   さらに、申立人のオンライン記録では、申立期間直後の納付記録が追加さ

れており、当時、行政側の事務処理又は記録管理が適切に行われていなかっ

た可能性がある。 

   加えて、申立人は、申立期間以降の国民年金加入期間について、未納は無

く、任意で国民年金に加入している上、付加保険料を納付している期間もあ

るなど、国民年金保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6517 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年８月から 53 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年４月から 44年６月まで 

             ② 昭和 50年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 52年８月から 53年９月まで 

             ④ 昭和 54年３月 

             ⑤ 昭和 55年４月から平成２年２月まで 

    私は、国民年金に加入後は、自宅に来ていた集金人に国民年金保険料を

納付していた。 

    昭和 43 年８月に結婚してからは、私が、夫婦二人分の国民年金保険料を

一緒に納付していたはずである。 

    昭和 54 年４月から 55 年３月までの期間については、国民年金保険料の

申請免除期間とされているので、その後の申立期間⑤についても保険料の

申請免除期間とされているはずである。 

    申立期間①から⑤までの国民年金保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③のうち昭和 52 年８月から 53 年３月までの期間について、申

立人の特殊台帳の昭和 52 年度の納付記録欄には、「年度完納」のゴム印が

押されているものの、その上に横線が引かれ、同年度のうち、昭和 52 年８

月から 53 年３月までの国民年金保険料が未納とされているが、ⅰ）申立人

は、43 年８月に結婚してからは、申立人が夫婦二人分の保険料を一緒に納

付していたはずであると主張していること、ⅱ）申立人及びその妻の特殊

台帳の昭和 50 年度及び 51 年度の納付記録欄には、「年度完納」のゴム印



 

  

が押され、申立期間③の直前である昭和 52 年４月から同年７月までの期間

は夫婦共に納付済みとされている上、当該年度の申立人の妻の保険料は納

付済みとされていることから、申立期間③のうち、昭和 52 年８月から 53

年３月までの申立人の保険料が納付されていたと考えても不自然ではない。 

 

  ２ 一方、申立期間①、②、③のうち昭和 53 年４月から同年９月までの期間

及び申立期間④について、申立人は、国民年金に加入後は、自宅に来てい

た集金人に国民年金保険料を納付し、43 年８月に結婚してからは、申立人

が、夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたはずであると主張している

が、申立人は、当該期間当時の保険料の納付時期、納付金額等についての

記憶が無いと述べていることから、当該期間当時の保険料の納付状況は不

明である上、申立期間①のうち申立人が結婚した同年同月から 44 年６月ま

での期間、申立期間②、③のうち 53 年４月から同年９月までの期間及び申

立期間④の申立人の妻の保険料は未納とされている。 

    また、口頭意見陳述を実施した結果でも、申立人が申立期間①、②、③

のうち昭和 53 年４月から同年９月までの期間及び申立期間④の国民年金保

険料を納付していたとの心証を得ることができなかった上、当該期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、

ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

    さらに、申立人は、昭和 54 年４月から 55 年３月までの期間が、国民年

金保険料の申請免除期間とされているので、その後の申立期間⑤について

も保険料の申請免除期間とされているはずであると主張しているが、申立

人は、申立期間⑤当時に保険料の免除の申請手続を行った記憶が無い上、

申立人の特殊台帳やオンライン記録でも、申立期間⑤当時に保険料の免除

の申請手続が行われていた形跡は見当たらないことから、申立期間⑤が保

険料の申請免除期間であると推認することはできない。 

    加えて、口頭意見陳述を実施した結果でも、申立人が申立期間⑤の国民

年金保険料を免除されていたとの心証を得ることができなかった上、申立

期間⑤の保険料が免除されていたことを示す関連資料が無く、ほかに申立

期間⑤の保険料が免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 52 年８月から 53 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6518 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年４月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年４月 

             ② 昭和 46年５月及び同年６月まで 

             ③ 昭和 46年 12月から 47年２月まで 

             ④ 昭和 48年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 46 年頃からＡ社などで夏場を中心に季節的業務に従事し、仕

事が無い冬場は失業保険を受給することが多かった。このため、夏場は会

社が厚生年金保険の加入手続を行い、仕事がない期間は自分で厚生年金保

険の資格喪失日に国民年金加入の手続をし、Ｂ市の窓口で国民年金の保険

料を支払った。 

    申立期間①から④について、国民年金保険料を支払ったにもかかわらず、

国民年金の保険料の納付記録が欠落しているので訂正してほしい。 

    また、申立期間①については、国民年金保険料の還付を受けた記憶は無

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人のオンライン記録では国民年金保険料が未

納となっているが、申立人が昭和36年４月に国民年金の被保険者となった

Ｃ町の国民年金被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）には、46

年４月16日に保険料が納付されている記録が認められるとともに、申立人

が45年10月に転居したとしているＢ市の被保険者名簿においても、保険料

が納付されている記録が認められる。 

    また、社会保険事務所（当時）の特殊台帳には、昭和45年12月から46年

４月までの国民年金保険料を還付している記録が認められるが、これは申



 

  

立人が45年12月から46年４月までＤ社に勤務していた期間（厚生年金保険

被保険者期間は、45年12月７日から46年４月25日まで）において、重複し

て徴収した保険料を還付したことを示しているが、申立期間①は国民年金

の強制被保険者期間であり、本来、保険料を還付する必要がないにもかか

わらず還付していることが認められ、事実と異なる資格喪失手続により還

付手続が行われたことから、当該期間の保険料は納付されていたものと考

えられる。 

 

  ２ 一方、申立期間②、③及び④について、申立人は国民年金保険料をＡ社

の資格喪失日にＢ市で納付したと主張しているが、オンライン記録による

と、当該期間の国民年金被保険者資格記録は、平成６年６月及び20年７月

に、訂正追加されていることが確認できることから、当該期間当時、当該

期間は国民年金の未加入期間であり、申立人の国民年金の加入手続が行わ

れていたとは考えにくく、申立内容と一致しない。 

    また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和46年４月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6519 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年 11 月から７年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 11月から７年３月まで 

    私の母親は、私が会社を退職した後の昭和 62 年７月頃、市役所で私の国

民年金の加入手続を行った。申立期間の国民年金保険料については、母親

が、私の両親と私の３人分を送付されてきた納付書により金融機関で一緒

に納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、その母親が申立人の両親

及び申立人の３人分を納付書により金融機関で一緒に納付していたと主張し

ているところ、オンライン記録から確認できる範囲において、申立人及びそ

の両親の保険料の納付日はおおむね同一である上、その両親の当該期間の保

険料は、納付済みとなっていることから、申立内容に特段不合理な点は認め

られない。 

   また、申立期間の前後の期間の国民年金保険料は納付済みであり、当該期

間の前後を通じて、申立人及びその両親の住所や職業に変更は無く、申立人

の生活状況に特段の変化は認められないことから、途中の５か月と短期間で

ある当該期間の保険料を納付しなかったとするのは不自然である。 

   さらに、申立人は、申立期間後の国民年金保険料を 16 年以上にわたって全

て納付している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6520 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年４月から 45 年３月までの期間及び同年７月から同年 10

月までの期間の国民年金保険料については、納付したものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年４月から 45年３月まで 

             ② 昭和 45年７月から同年 10月まで 

    私の国民年金について、母親が加入手続を行い、国民年金保険料も母親

が集金人に納付していたはずであるのに、申立期間が未納とされているこ

とに納得がいかない。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、12 か月及び４か月とそれぞれ短期間である上、申立人は、申

立期間を除き 60 歳に達するまでの国民年金加入期間に係る国民年金保険料を

全て納付している。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の番号が付与された任

意加入被保険者の資格取得日から昭和 44 年 11 月に払い出されていることが

確認できることから、申立人の加入手続時期は同年同月頃と推認でき、申立

期間①のうち 44 年４月から同年 10 月までの期間については、保険料の現年

度納付が可能な期間である上、申立期間当時、申立人が居住していた市にお

いては「国民年金への加入手続時に、被保険者に対して現年度分の保険料に

ついては納付勧奨を行っていた。」と回答していることから、保険料を納付

していたと考えても特段不合理な点は認められない。 

   さらに、申立期間①のうち昭和 44 年 11 月から 45 年３月までの期間につい

ては、国民年金の加入手続をしておきながら、加入直後である当該期間の国

民年金保険料を納付していないことは考え難い。 

   加えて、申立期間②について、同じ昭和 45 年度である直前の３か月が納付

済みであることから、申立期間②が未納とされているのは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6521 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年６月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年６月から 54年３月まで 

    私は、時期や場所については、はっきりと憶
おぼ

えていないが、母親が、私

の国民年金の加入手続を行ってくれたと思う。 

    国民年金保険料については、母親が、店に来ていた金融機関の職員を通

じて、私、母親及び父親の３人分を一緒に納付していたので、申立期間の

保険料も、母親が納付していたはずである。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、時期や場所については、はっきりと憶
おぼ

えていないが、その母親

が申立人の国民年金の加入手続を行ってくれたと思うと主張しているところ、

申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者

の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、

昭和 54 年４月頃であると推認され、その時点において、申立期間は、国民年

金保険料を遡って納付することが可能な期間である。 

   また、申立人は、その母親が、店に来ていた金融機関の職員を通じて、申

立人、その母親及び父親の３人分の国民年金保険料を一緒に納付していたの

で、申立期間の保険料についても、その母親が納付していたはずであると主

張しているところ、ⅰ）その母親は、国民年金制度発足当初の昭和 36 年４月

から 61 年７月までの 25 年以上にわたる期間の保険料を全て納付しているこ

と、ⅱ）申立人の父親の 22 年以上にわたる国民年金加入期間中の保険料は全

て納付済みとされていること、ⅲ）申立人の申立期間直後の 54 年４月以降の

保険料は全て納付済みとされていることから、申立人の母親は、保険料の納



 

  

付意欲が高かったものと認められ、その母親が、10 か月と短期間である申立

期間の保険料を納付していたと考えても特段不合理な点は認められない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6522 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から 61年３月まで 

    私は、会社を退職した直後の昭和 54 年５月に、国民年金に加入し、結婚

後は、任意加入被保険者として国民年金保険料を納付し続けていたにもか

かわらず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金に加入してから第３号被保険者となるまでの間、国民

年金保険料をずっと納付していたと主張しているところ、申立期間を除き、

国民年金加入期間に保険料の未納は無く、数回にわたる転居の際の住所変更

手続及び任意加入被保険者から第３号被保険者への種別変更手続も適切に行

っていることが確認できることから、国民年金に対する関心及び保険料の納

付意識は高かったものと認められる。 

   また、申立人は、申立期間前に複数年にわたり国民年金保険料を前納して

いることに加え、申立期間当時、申立人の夫の標準報酬月額は上位等級に移

行したことが確認できることから、保険料を納付するための資力は十分あっ

たものと推認され、12 か月と短期間である申立期間の保険料を納付していた

と考えても特段不合理な点は認められない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6523 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年３月 

    申立期間当時、私は学生であったため、母親が、国民年金の加入手続を

行い、学校を卒業するまでの国民年金保険料を納付してくれていた。  

    私は、ねんきん定期便で国民年金保険料の未納期間があることを知り、

年金加入記録回答票を送付したところ、年金事務所から、国民年金加入記

録及び保険料納付記録に漏れや間違いは無く、保険料を還付しているとの

説明を受けたが、平成７年度の保険料の１年分を銀行で納付書により納付

した領収証書を所持しており、もし、不足分の保険料の納付書を受け取っ

ていれば、母親は、必ず納付したはずであり、申立期間の保険料が未納と

されていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は１回、かつ１か月と短期間で、当該期間の前後の期間の国民年

金保険料は納付済みとなっており、申立人の保険料を納付したとするその母

親は、第３号被保険者となる前の任意加入期間及びその夫が厚生年金保険被

保険者資格を喪失後、60 歳に達するまでの期間において国民年金に加入し、

加入期間において保険料の未納は無く、保険料の納付意欲は高かったものと

考えられる。 

   また、申立人が所持している平成７年度の国民年金保険料領収証書の前納

欄に平成８年４月 30 日付けで銀行の取扱印が押されており、収納が行われた

時点では前納による取扱期限を経過していたが、オンライン記録から、同年

６月 28 日に充当処理でなく、定額保険料として収納処理が行われていること

が確認できる。 

   さらに、管轄年金事務所から、「当時の資料は保管されていないため確認



 

  

できないが、このような場合、本来なら申立人に連絡し、過誤納に係る充当

処理を行い、還付決議後に、申立期間の保険料の納付書を発行していたと思

う。」との意見を得ていることから、還付決議後に、申立人に対して申立期

間の納付書が発行されていたと考えられる。 

   加えて、申立人が所持する平成８年度の国民年金保険料領収証書から、 

申立人の同年度分の保険料は、上記還付決議が行われた日より後の平成８年

８月 23 日に銀行で当該年度の１年分を一括して現年度納付されていることが

確認でき、納付意識の高い申立人の母親が、申立期間の保険料が未納である

ことを認識しながら、あえて当該期間１か月のみの保険料を納付しなかった

とは考えにくく、還付決議後に発行された納付書により、当該保険料を追加

納付していたと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6524 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年１月から同年３月まで 

    私が 20 歳になった昭和 45 年頃、母親が私の国民年金の加入手続を町役

場で行った。 

    申立期間の国民年金保険料については、転居した昭和 50 年２月当時は、

長男の出産前であったため保険料は納付していなかったが、同年 12 月に集

金人に申立期間の過年度の保険料３か月分及び同年４月から同年 12 月まで

の保険料をまとめて納付したところ、集金人から過年度の保険料は本来徴

収することができないので領収書は所持していないと言われ、手書きの領

収書を集金人から渡された。 

    私は申立期間直前の昭和 49 年 10 月から申立期間後の 50 年 12 月までの

全ての期間の領収書を所持しているにもかかわらず、申立期間の国民年金

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、転居した昭和 50 年２月当時は出産前であったため申立期間の国

民年金保険料は納付していなかったが、同年 12 月に集金人に申立期間の過年

度の保険料３か月分及び同年４月から 12 月までの保険料をまとめて納付した

と主張しているところ、当時、申立人が居住していた地域では集金人による

保険料徴収が行われていたことが確認でき、申立内容と一致する。 

   また、申立人が所持している集金人から渡されたとする申立期間の手書き

の領収書の筆跡及び印は、申立期間の保険料と同一日に納付したとする昭和

50 年４月から同年 12 月までの領収書の筆跡及び印と同一であることが認め

られる。 



 

  

   さらに、申立人は、集金人に申立期間の過年度の国民年金保険料３か月分

及び昭和 50 年４月から同年 12 月までの保険料をまとめて納付したところ、

集金人から本来集金人には徴収することができない過年度の保険料の領収書

は所持していないと言われ、手書きの領収書を集金人から渡されたと述べる

など、申立内容は具体的かつ鮮明である。 

   加えて、申立人は、申立期間を除いて国民年金加入期間の国民年金保険料

を全て納付している上、国民年金に任意加入するなど、保険料の納付意識は

高かったものと認められるとともに、申立期間は３か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7527 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録の

うち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 53 年 11 月 10 日）及び資格取得

日（56 年 11 月 20 日）の記録を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 53

年 11 月から 54 年９月までを 26 万円、同年 10 月から 55 年９月までを 28

万円、同年 10 月から 56 年９月までを 30 万円、同年 10 月を 34 万円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 53 年 11 月 10 日から 56 年 11 月 20 日まで 

    私は、昭和 51 年９月１日から 59 年１月末日までＡ社に勤務していた

が、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落している。１日の欠

勤も無く勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人は、Ａ社において昭和 53 年 11 月 10 日に

厚生年金保険の被保険者資格を喪失後、56 年 11 月 20 日に同社において

再度同資格を取得しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

   しかし、複数の元社員及び当時Ａ社を担当していた税理士の証言並びに

同僚が所持する同社の社内報の記載内容から、申立人は、申立期間におい

て、同社に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、Ａ社の元社会保険及び給与事務担当者は、「当時、Ａ社では、正

社員は全員厚生年金保険に加入させており、職種により異なる取扱いをし

ていなかった。申立人は、Ｂ営業所のＣ職であり、Ｃ職は、ほかの正社員

同様、毎月 25 日に給与が支給され、厚生年金保険料も控除されていたは



                      

  

ずである。」と述べているところ、申立人と同様、同社のＣ職であり、か

つ申立人と同日の昭和 54 年５月 10 日に同社の取締役に就任した元社員２

名の厚生年金保険の被保険者記録はいずれも継続している。 

   さらに、Ａ社の別の給与支給事務担当者は、Ｃ職の給与は固定であり、

申立人だけがほかのＣ職と異なる取扱いであった記憶は無い旨供述してい

る。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間において申立人と

同じＣ職としてＡ社に勤務し、申立人と同日に取締役に就任した同僚の社

会保険事務所（当時）の記録並びに申立人の昭和 53 年 10 月及び 56 年 11

月の社会保険事務所の記録から、53 年 11 月から 54 年９月までを 26 万円、

同年 10 月から 55 年９月までを 28 万円、同年 10 月から 56 年９月までを

30 万円、同年 10 月を 34 万円とすることが必要である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主における納付義務の履行に

ついては、Ａ社は既に解散し、元事業主は所在不明であることから、元取

締役に照会したところ、当該元取締役は、保険料について納付したと回答

しているものの、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届

が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録するこ

とは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪

失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立期間

に係る保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7528 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和 60

年 10 月３日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、30 万円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年３月 31 日から同年 10 月３日まで 

    私は、申立期間においてＡ社に勤務していたが、同社は昭和 60 年９

月頃に倒産し、最後の２か月分の給与は未払となり退職金を含めて労働

福祉事業団（当時）に未払賃金の請求を行った。ねんきん定期便を確認

したところ、厚生年金保険の被保険者記録は同年２月までとなっていた

が、同年３月以降も厚生年金保険料が控除されていたと思うので、調査

して厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び複数の同僚の証言から、申立人が、昭和 60 年 10 月

２日までＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

   一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人

の厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、昭和 60 年３月 31 日となってい

るが、当該処理が行われたのは同社が厚生年金保険の適用事業所でなくな

った（以下「全喪」という。）同年９月 30 日より後の同年 11 月 13 日で

あり、同日に、申立人を除く 81 名についても同様の処理が行われている

ことが確認できる。 

   また、上記被保険者名簿において、申立人を含む 24 名について、昭和

60 年 10 月の標準報酬月額の定時決定の記録が取り消されているほか、59

年９月の随時改定の記録が取り消されている者が３名おり、60 年８月の

随時改定の記録が取り消されている者が 22 名いることが確認できる。 



                      

  

   さらに、Ａ社については、昭和 60 年９月 30 日に全喪した旨の処理が行

われているが、当該処理前の記録から、同日において、同社が厚生年金保

険の適用事業所としての要件を満たしていたと認められることから、社会

保険事務所（当時）がかかる処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人が昭和 60 年３月 31 日に資

格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記

録は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ社における資格喪

失日は、雇用保険の記録における離職日の翌日である同年 10 月３日であ

ると認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、当該喪失処理前の申立人の

記録から、30 万円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 30 万 1,000 円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（20 万 9,000 円）に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年７月 26 日 

    Ａ社（現在は、Ｂ社）における平成 16 年７月 26 日支払の賞与につい

て、厚生年金保険の記録が 20 万 9,000 円となっているが、賞与明細書

及び預金通帳の振込額から見ても明らかに 30 万 1,000 円で保険料が控

除されていた。会社も当時、正しい支払額の賞与支払届を提出していな

いことを認めており、23 年 10 月 12 日に賞与支払訂正届を提出したが、

既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納付でき

なかったとのことであったので、厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   平成 16 年７月 26 日に支給された賞与に係る明細書から、申立人は、30

万 1,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、



                      

  

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に見合う

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7530 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額を１万 8,000 円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月 26 日から同年 10 月１日まで 

    私がＡ社（現在は、Ｃ社）Ｂ工場に勤務していた期間のうち、申立期

間の標準報酬月額が大幅に減額されている。給与明細書は無いが、給与

が減額された記憶は無いため、調査の上、厚生年金保険の記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人のＡ社本社における標準報酬月額は、

昭和 39 年４月から 40 年２月までは１万 8,000 円と記録されているが、同

社Ｂ工場における資格取得時である同年３月から同年９月までの標準報酬

月額は１万 2,000 円と記録されている。 

   しかし、事業主が保管している「健康保険厚生年金保険被保険者資格取

得確認および標準報酬決定通知書」によると、申立人の昭和 40 年３月 26

日の資格取得時の標準報酬月額は、１万 8,000 円で決定していることが確

認できる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人の主張する標準報酬月

額（１万 8,000 円）に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められ

る。

 



 

  

神奈川国民年金 事案 6525 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年８月から 55 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年８月から 55年７月まで 

    私の妻は、昭和 55 年７月頃、私が、「特別に、国民年金保険料を５年分

遡って納付することができる制度がある。」と言ったことから、当時居住

していたＡ市Ｂ区の区役所で、夫婦二人分の保険料を遡って納付した。同

保険料を納付した妻は、まとめて納付した保険料の金額は、一人当たり 16

万円ぐらいだったと記憶している。私は、その妻が、夫婦二人分の保険料

を遡って納付したのは事実であるにもかかわらず、申立期間の保険料が未

納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その妻が、申立期間の国民年金保険料を、区役所で、一括して

納付してくれたと述べているが、当該期間の保険料を納付したとするその妻

は、当該期間の保険料を納付するために必要な国民年金の加入手続について

全く記憶しておらず、当該期間の保険料の納付方法や、遡って納付した期間

についてもはっきりと憶
おぼ

えていないなど、当該期間当時の国民年金の加入状

況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人の妻は、昭和 55 年７月頃、当時居住していたＡ市Ｂ区の区役

所で、夫婦二人分の国民年金保険料を遡って納付したと主張しているが、申

立人夫婦の国民年金手帳記号番号は、同年同月に転居した先のＣ市Ｄ区で、

夫婦連番で払い出されており、申立内容と一致しない上、その前後の番号が

付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、その妻が申立人の

国民年金の加入手続を行ったのは、同年同月と推認されるため、同加入手続

時点において、申立期間のうち、48 年８月から 53 年３月までの期間は、時

効により保険料を納付することができない。ちなみに、時効により納付義務



 

  

が消滅した期間の保険料を一括して納付するためには、過去３回実施された

特例納付制度を利用するほかないが、同加入手続時点においては、最後に実

施された第３回特例納付の実施期間後であり、同制度を利用することもでき

ず、当該期間の保険料を納付するには、別の手帳記号番号が払い出されてい

る必要があるが、その形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人の国民年金の加入手続時期と推認される昭和 55 年７月時点

において、申立期間のうち、時効により納付義務が消滅しておらず、納付す

ることが可能な 53 年４月から 55 年７月までの国民年金保険料を一括納付し

たとしても、その妻が納付したとする金額は、実際に当該期間の保険料とし

て納付した場合の保険料額と大きく相違している。 

   加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、口頭意見陳述においても新たな

証言や資料を得ることができず、ほかに当該期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6526 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年６月から 55 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年６月から 55年７月まで 

    私は、昭和 55 年７月頃、私の夫から、「特別に、国民年金保険料を５年

分遡って納付することができる制度がある。」と聞き、当時居住していた

Ａ市Ｂ区の区役所で、夫婦二人分の保険料を遡って納付した。まとめて納

付した保険料の金額は、一人当たり 16 万円ぐらいだったと記憶している。

私は、夫婦二人分の保険料を遡って納付したのは事実であるにもかかわら

ず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を、区役所で、一括して納付したと

述べているが、申立人は、当該期間の保険料を納付するために必要な国民年

金の加入手続について全く記憶しておらず、当該期間の保険料の納付方法や、

遡って納付した期間についてもはっきりと憶
おぼ

えていないなど、当該期間当時

の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人は、昭和 55 年７月頃、当時居住していたＡ市Ｂ区の区役所で、

夫婦二人分の国民年金保険料を遡って納付したと主張しているが、申立人夫

婦の国民年金手帳記号番号は、同年同月に転居した先のＣ市Ｄ区で、夫婦連

番で払い出されており、申立内容と一致しない上、その前後の番号が付与さ

れた任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人が国民年金の加入

手続を行ったのは、同年同月と推認されるため、同加入手続時点において、

申立期間のうち、49 年６月から 53 年３月までの期間は、時効により保険料

を納付することができない。ちなみに、時効により納付義務が消滅した期間

の保険料を一括して納付するためには、過去３回実施された特例納付制度を

利用するほかないが、同加入手続時点においては、最後に実施された第３回



 

  

特例納付の実施期間後であり、同制度を利用することもできず、当該期間の

保険料を納付するには、別の手帳記号番号が払い出されている必要があるが、

その形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人の国民年金の加入手続時期と推認される昭和 55 年７月時点

において、申立期間のうち、時効により納付義務が消滅しておらず、納付す

ることが可能な 53 年４月から 55 年７月までの国民年金保険料を一括納付し

たとしても、申立人が納付したとする金額は、実際に当該期間の保険料とし

て納付した場合の保険料額と大きく相違している。 

   加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、口頭意見陳述においても新たな

証言や資料を得ることができず、ほかに当該期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6527 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から平成２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から平成２年３月まで 

    私は、昭和 61 年４月に市役所の出張所で年金手帳を持参して、国民年金

の再加入手続を行った。再加入手続後の国民年金保険料については、自宅

に届いた納付書により金融機関で毎月納付していたにもかかわらず、申立

期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年４月に市役所の出張所で国民年金の再加入手続を行っ

たと主張しているが、ⅰ）申立人は、59 年 10 月に結婚しているものの、年

金に係る申立人の氏名変更手続は、平成２年９月に行われていることがオン

ライン記録により確認できること、ⅱ）同年８月の国民年金第３号被保険者

の該当届出は同年 10 月に事務処理され、申立期間直後の同年４月から同年７

月までの国民年金保険料は、同年 11 月にまとめて納付されていること、ⅲ）

申立期間当時、申立人が居住していた市の昭和 61 年度から平成元年度までの

保険料検認記録簿には、申立人の国民年金手帳記号番号は記載されていない

が、２年度の検認記録簿には、申立人の手帳記号番号が記載されていること

が確認できることから、申立人は第３号被保険者の該当届出を行うに当たり、

平成２年９月頃に国民年金に再加入し、その時点で、昭和 61 年４月に遡って

国民年金の被保険者資格を取得したと考えるのが合理的である。 

   また、申立人の国民年金の再加入手続が行われた時期は、上述のとおり、

平成２年９月頃と推認できるが、申立人は、申立期間の国民年金保険料を遡

って納付した記憶は無いとしている。 

   さらに、申立人は、再加入手続後の国民年金保険料については、自宅に届

いた納付書により金融機関で毎月納付していたと主張しているが、申立期間



 

  

直後の平成２年４月から同年７月までの保険料は、同年 11 月にまとめて納付

されていることから、申立内容と一致しない。  

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、口頭意見陳述においても、具体的

な納付を裏付ける新たな証言や資料を得ることができず、ほかに当該期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6528 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年９月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年９月 

    私は、平成元年９月半ばに会社を退職したことにより、同年 10 月に、市

役所の支所で私の国民年金の加入手続とともに、妻の国民年金第３号被保

険者から第１号被保険者への種別変更手続を行った。国民年金保険料につ

いては、社会保険事務所（当時）から送られてきた納付書により、市役所

の支所又は金融機関で納付したと思う。妻は保険料が納付済みとなってい

るが、夫婦二人の手続をしておきながら妻の保険料のみを納付するとは考

えられない。申立期間が未加入で保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職したことにより、平成元年 10 月に、市役所の支所で

自身の国民年金の加入手続及び妻の国民年金第３号被保険者から第１号被保

険者への種別変更手続を行い、後日送られてきた納付書により国民年金保険

料を納付したと主張しているが、申立期間は、国民年金の未加入期間とされ

ており、保険料を納付することができない期間である。 

   また、申立人は、申立期間当時、新たに年金手帳を受け取った記憶は無い

と述べている上、申立人が現在所持している年金手帳には、国民年金手帳記

号番号の記載が無く、国民年金の加入手続を行った形跡はみられない。 

   さらに、申立人は、申立人の当時のスケジュール帳及び妻がメモを書き込

んでいたカレンダーに、平成元年 10 月 12 日に市役所の支所に行った旨が記

載されていることから、その時に夫婦二人の国民年金の加入手続等を行った

と主張しているが、その妻の国民年金保険料収納簿及びオンライン記録を見

ると、同年同月に国民年金の種別変更手続を行った形跡は見当たらないこと



 

  

から、申立人の主張と一致しない。 

   加えて、申立人は、平成元年 10 月に国民年金の加入手続を行ったところ、

後日、社会保険事務所から国民年金保険料の納付書が届いたと述べているが、

同年同月に手続を行ったとすると、市役所から現年度納付書が郵送されるは

ずであり、社会保険事務所から届いたとする申立人の主張は不自然である上、

その妻は申立期間の保険料を過年度納付していることから、社会保険事務所

から届いたとする納付書は、妻のものであったと推認できる。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年５月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年５月から 42年３月まで 

    私が 20 歳になったときに、役所から国民年金への加入を勧める通知が届

いたので、私が母親に国民年金の加入手続を頼んだ。時期は定かではない

が、母親が、私の国民年金の加入手続を行ってくれたはずである。 

    私の国民年金の被保険者資格取得時期は、昭和 40 年５月とされているの

で、その時期から母親が、私及び母親の二人分の国民年金保険料を一緒に

集金人に納付していたはずである。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、時期は定かではないが、その母親が、申立人の国民年金の加入

手続を行い、申立人の国民年金の被保険者資格取得時期である昭和 40 年５月

から、申立人及びその母親の二人分の国民年金保険料を一緒に集金人に納付

していたはずであると主張しているが、申立人自身は、国民年金の加入手続

及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び

保険料の納付を行ったとするその母親は既に他界していることから、申立期

間当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳は、昭和 43 年６月に発行されていることが、

申立人が居住する市の国民年金手帳交付名簿により確認できることから、申

立人の国民年金の加入手続が行われたのは、同年同月頃であると推認できる

上、申立人の母親の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加

入被保険者の被保険者資格取得日から、その母親の国民年金の加入手続が行

われたのは 49 年４月から同年８月頃までの間であると推認でき、その母親が、

申立期間当時に、申立人及びその母親の国民年金保険料を一緒に集金人に納



 

  

付していたとは考え難い。 

   さらに、申立人は、申立人の国民年金の被保険者資格取得時期が昭和 40 年

５月とされているので、その時期からその母親が、申立人及びその母親の二

人分の国民年金保険料を一緒に集金人に納付していたはずであると主張して

いるが、この被保険者資格取得時期は、保険料の納付の有無にかかわらず、

加入手続時点で強制加入期間であれば遡及されることから、保険料の納付の

始期を特定するものではない。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6530 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年２月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年２月から 51年３月まで 

    私は、国民年金の加入手続を行った時期や場所をはっきり憶
おぼ

えていない

が、国民年金は 20 歳から強制加入であり、私が所持する年金手帳の「はじ

めて被保険者となった日」も昭和 46 年＊月とされているので、同年同月か

ら国民年金に加入していたと思う。申立期間の国民年金保険料については、

私が、仕事の現場近くの郵便局で、納付書により３か月ごとに納付してい

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続を行った時期や場所をはっきり憶
おぼ

えていな

いが、国民年金は 20 歳から強制加入であり、申立人が所持する年金手帳の

「はじめて被保険者となった日」も昭和 46 年＊月とされているので、同年同

月から国民年金に加入していたと思うと主張しているが、申立人の国民年金

手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取

得日から、申立人の国民年金の加入手続は、51 年４月頃に行われたものと推

認でき、国民年金加入手続時期についての申立人の主張と一致しない上、年

金手帳の「はじめて被保険者となった日」は、加入手続時期に関係なく、強

制加入期間の初日まで遡及して記載されるものであることから、加入手続時

期を特定するものではない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 51 年４月に払い出されてい

ることが確認でき、申立人は、申立期間から手帳記号番号の払出時期を通じ

て同一区内に居住していたとしており、別の手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を仕事の現場近くの郵便局



 

  

で、納付書により３か月ごとに納付していたと主張しているが、納付したと

する金額は、申立期間当時の保険料額と相違している上、申立人が申立期間

の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無

く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6531 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年３月から同年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年３月から同年８月まで 

    私が 20 歳になった昭和 37 年＊月に、私の母親は、私の国民年金の加入

手続及び国民年金保険料の納付をしてくれた。申立期間は母親自身と私の

保険料を一緒に納付してくれていたはずであり、私のみ申立期間の保険料

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が、申立人の国民年金の加入手続及び申立期間の国民

年金保険料の納付を行ったと主張しているが、申立人自身は、国民年金の加

入手続及び申立期間の保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年

金の加入手続を行ったとするその母親は、既に他界していることから、申立

期間当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は、申立人の国民年金

手帳記号番号の払出日から、初めて公的年金の被保険者となった厚生年金保

険の被保険者資格を喪失した後の昭和 39 年９月頃と推認され、申立期間は国

民年金の未加入期間であり、国民年金保険料は、制度上、納付することがで

きない上、前述の加入手続が行われた時点を基準とすると、申立期間のうち、

37 年７月及び同年８月の保険料は、過年度納付することはできるが、申立人

は、母親から申立期間の保険料を遡って納付したり、まとめて納付したと聞

いた記憶が無いと述べている。 

   さらに、申立期間の大半は、推認される加入手続時点において、時効によ

り国民年金保険料を納付することができない期間である上、申立人は、申立

期間当初から国民年金手帳記号番号の払出時期を通じて同一区域に居住して

おり、別の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たら



 

  

ない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6532 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年 12 月から６年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 12月から６年３月まで 

    平成３年４月から学生も国民年金に強制加入となったが、私の両親はそ

のことを知らず、６年３月まで未納の状態であったが、その後、私の母親

が、同年４月に市役所で私の国民年金の加入手続を行い、未納の国民年金

保険料を遡って一括で納付してくれたと思う。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関しては、直

接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行った

とされる母親は、加入手続の時期及び納付額の記憶は曖昧である。 

   また、申立人は、その母親が、平成６年４月に市役所で申立人の国民年金

の加入手続を行い、その後、申立期間の国民年金保険料を一括納付していた

と主張しているが、市役所の記録から、申立人の国民年金加入手続は、同年

11月 30日に行われたと確認でき、申立人の主張と一致しない。 

   さらに、申立人の兄の国民年金手帳記号番号は申立人と連番で払い出され

ており、その兄も平成６年３月以前は申立人と同様に未納となっていること

が確認できる上、申立人は、申立期間の前後を通じて継続して同一市内に居

住しており、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6533 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年２月から９年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年２月から９年６月まで 

    国民年金については、加入や納付について自宅に手紙が届いていたので、

常々、加入手続をし、国民年金保険料を納付しなければいけないと思って

いたところ、平成９年＊月に亡くなった父親の諸手続のために区役所に何

回か通っている際に加入手続をし、父親の死亡に伴う保険金や退職金等の

入金があったので、それまで支払っていなかった保険料を何回かに分け、

まとまった金額を支払ったのに、申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得がいかない。調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、父親が亡くなった平成９年＊月以降に国民年金の加入手続を行

い、申立期間の国民年金保険料を同年 10 月頃に区役所の窓口で納付したと

主張しているが、年金手帳に記載されている手帳交付日及びオンライン記録

の基礎年金番号付番日から、申立人が国民年金加入手続を行った日は、10 年

11 月 13 日であることが確認でき、この時点まで申立期間は未加入期間であ

り、加入手続時点において、申立期間のうち６年２月から８年９月までの期

間は時効により保険料を納付することはできない期間である上、別の国民年

金手帳記号番号が払い出された形跡は無く、申立人は、９年１月１日時点に

おいて年金の未加入者であったため、他の基礎年金番号が付番されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、国民年金の加入手続時点において、申立期間のうち、平成８年 10 月

から９年６月までの国民年金保険料を遡って納付することは可能であるが、

区役所では過年度の保険料の納付書の発行は行っていたが収納業務は行われ

ておらず、申立内容と一致しない上、申立人が申立期間の保険料を納付した



 

  

とする時期は、同年１月の基礎年金番号の導入後であり、基礎年金番号に基

づき、保険料収納事務の電算化が図られていた状況下において、当該期間の

記録管理が適切に行われていなかったとは考えにくい。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6534 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年８月から同年９月までの期間及び 56 年８月から 58 年４

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年８月から同年９月まで 

             ② 昭和 56年８月から 58年４月まで 

    私は、申立期間①当時に、国民年金の加入手続を行ったかどうか定かで

はないが、母親と一緒に町役場に行き、母親が、母親自身の国民年金保険

料を一度にまとめて納付する際に、申立期間①の保険料として、1,000 円

ぐらいを納付してくれたことを憶
おぼ

えている。 

    また、私は、昭和 58 年５月に、国民年金の加入手続を行った記憶は無い

が、自宅を建て替える際に住宅金融公庫の融資を受けたいのなら、国民年

金保険料の未納が無い方がよいと知人に教えられていたので、町役場で申

立期間②の保険料として、10万円ぐらいを遡ってまとめて納付した。 

    申立期間①が国民年金に未加入とされ、申立期間②の国民年金保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①当時に、国民年金の加入手続を行ったかどうか定か

ではないが、その母親と一緒に町役場に行き、その母親が、申立期間①の国

民年金保険料を納付してくれたと主張しているが、申立人の国民年金の被保

険者資格取得時期は、昭和 56 年８月であることが、申立人の被保険者名簿に

より確認できる上、オンライン記録でも、申立期間①当時に、申立人が国民

年金に加入していたことをうかがわせる形跡は見当たらないことから、申立

期間①は国民年金の未加入期間で、保険料を納付することができない期間で

ある。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 60 年６月に払い出されてお



 

  

り、申立期間①当時に、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人は、昭和 58 年５月に、国民年金の加入手続を行った記憶は

無いが、町役場で申立期間②の国民年金保険料を遡ってまとめて納付したと

主張しているが、上記のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号は、60 年６

月に払い出されており、申立期間②直後の 58 年５月から 59 年５月までの保

険料は、60 年５月に一括して納付されていることが、オンライン記録により

確認できることから、申立人の国民年金の加入手続は、同年同月頃に行われ

たものと推認でき、それまでは、申立期間②は国民年金の未加入期間で、保

険料を納付することができない期間であったものと考えられる。 

   加えて、申立人及びその母親が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6535 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年７月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年７月から 61年３月まで 

    私の国民年金については、母親が必要であるということから、私の母親

が区役所で加入手続を行い、母親の口座から振替納付を行っていた。結婚

後は、私の口座から振替納付を第３号の切替え前の昭和 61 年３月まで行っ

ていたにもかかわらず、申立期間が未加入で保険料を納付していないとさ

れていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が区役所で申立人の国民年金の加入手続を行い、国民

年金保険料を昭和45年７月から49年頃までは母親がＡ金融機関から振替によ

る納付を行い、同年以降から61年３月までは申立人がＢ金融機関から振替に

よる納付をしていたと主張しているが、Ａ金融機関及びＢ金融機関は、共に

申立期間において国民年金保険料を振替による納付で行うことは可能であっ

たものの、申立期間の納付に係る記録は既に破棄していると回答している上、

Ａ金融機関に係る振替については、母親は既に亡くなっているため証言を得

ることはできず、Ｂ金融機関に係る振替については、申立人が詳細を記憶し

ていないことから、申立期間における国民年金の加入状況及び保険料の納付

状況が不明である。 

   また、申立人の所持する年金手帳によると、申立人は、第３号被保険者と

なった昭和61年４月に国民年金の資格を取得しており、当該届出の処理日は

オンライン記録から同年９月10日と確認できることから、申立期間は未加入

期間であり、国民年金保険料を納付することができない期間である上、申立

人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡



 

  

も見当たらない。 

   さらに、申立期間は189か月に及び、これだけの長期間にわたる事務処理を

同一の行政機関が続けて誤ることも考え難い。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6536 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年３月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年３月から 57年３月まで 

    私の妻が、結婚を契機に私がそれまで国民年金に加入していなかったこ

とを知り、昭和 58 年２月頃に、私の国民年金の加入手続を区役所で行って

くれた。加入手続時に、それまで未納だった国民年金保険料について区役

所の担当者に相談し、一括で納付できないと思い、数回に分けて納付でき

る納付書を発行してもらった。妻が、数日後、区役所から送られてきた納

付書で、それまで未納だった私の保険料を数回に分けて自宅の近くの金融

機関で納付してくれた。区役所から送られてきた納付書の保険料は全て納

付したにもかかわらず、申立期間が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妻は、区役所で昭和 58 年２月頃に申立人の国民年金の加入手続を

行ったと述べているところ、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が

付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金

の加入手続が行われた時期は同年同月と推認できるが、その時点において、

申立期間の大半は時効により国民年金保険料を納付することができない期間

である上、同年同月は特例納付の実施期間ではないことから、特例納付によ

り申立期間の保険料を遡って納付することはできない。 

   また、申立人の妻は、申立期間の国民年金保険料を遡って数回に分けて納

付したと主張しているところ、前述の加入手続時点を基準とすると、過年度

納付が可能となる期間は、申立人の申立期間のうち昭和 56 年１月から 57 年

３月までの期間となり、当該期間の保険料を遡って納付するためには、社会

保険事務所（当時）が発行する過年度保険料の納付書が必要であるが、その



 

  

妻は、社会保険事務所から、過年度分の納付書を発行してもらっていないと

述べている上、納付書を送付してきたとする同区役所では、過年度保険料の

納付書の発行は行っていない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6537 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年３月 

    私は平成８年２月に勤務先を退職した後、厚生年金保険から国民年金へ

の切替手続を行った。申立期間の国民年金保険料については、口座振替に

より納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成８年２月に厚生年金保険から国民年金への切替手続を行い、

申立期間の国民年金保険料については、口座振替により納付していたと主張

しているが、申立人が当時居住していた市の収滞納一覧表及び過年度収滞納

一覧表では、当該期間の保険料は未納となっている上、申立人は当該期間の

保険料を遡って納付した記憶は無いとしている。 

   また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間であり、同

番号に基づき国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていた状況下にお

いて、当該期間の記録管理が適切に行われていなかったとは考えにくい。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6538 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年 12 月から９年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 12月から９年２月まで 

    ねんきん定期便を見て、私が会社を退職した平成８年 12 月以後の３か月

が、国民年金の記録上空白となっていることに気が付いた。国民年金保険

料については、妻が、納付書で私と妻の二人分を金融機関等で一緒に納付

したはずである。申立期間について、一緒に納付していた妻は、保険料が

納付済みであるのに、私の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成８年 12 月から９年２月までの国民年金保険料は、その妻が

申立人と妻自身の保険料を一緒に納付したはずであると主張しているが、申

立人の国民年金における被保険者資格取得日は、申立人の所持する年金手帳

に平成 11 年 10 月 31 日と記載されている上、申立人の会社退職後の平成８年

12 月においては、基礎年金番号制度による管理が開始される前であるため、

厚生年金保険被保険者の資格喪失後、被保険者自身で国民年金の加入手続を

行うことになるが、申立人が申立期間に加入手続を行った形跡はうかがえな

いことから、社会保険事務所（当時）が申立人に納付書を送付することは考

え難い。 

   また、申立期間の妻の国民年金保険料は、前述の申立人の資格取得日より

前の平成 10 年 10 月 26 日に過年度納付されたものであることがオンライン記

録から確認でき、妻が申立人の申立期間の保険料を一緒に納付したとは考え

難く、申立人の資格取得日を基準とすると、申立期間は時効により遡って保

険料を納付することができない期間である上、申立人は、申立期間以前から

現在まで、同一市内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 



 

  

   さらに、申立期間における申立人の妻の国民年金第１号被保険者への種別

変更処理（第３号被保険者資格喪失処理と同時）が、平成９年８月 15 日に行

われていることがオンライン記録で確認でき、その妻は、既に、昭和 52 年４

月 26 日に国民年金の被保険者資格を取得しており、平成８年 12 月から９年

２月までの妻の第１号被保険者期間は、国民年金保険料を納付すべき未納期

間となることから、保険料徴収権が時効となる前に、社会保険事務所から、

申立人の妻にのみ過年度納付書が送付されたものと考えるのが自然である。 

   加えて、申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6539 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年１月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年１月から 60年３月まで 

    私は、昭和 44 年に結婚したことを契機に、市役所の支所で夫婦二人の国

民年金の加入手続を行い、現在所持している年金手帳が交付された。その

際に、国民年金保険料を遡って納付することができると知っていたので、

20 歳から未納となっていた夫婦二人分の保険料を遡って納付した。その後

の保険料については、集金人又は金融機関で夫婦二人分を一緒に納付して

いた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年に市役所の支所で夫婦二人の国民年金の加入手続を行

い、申立期間の国民年金保険料については、夫婦二人分を一緒に納付してい

たと主張しているが、申立人は、国民年金の加入手続を行った時期、保険料

の納付金額等についての記憶が曖昧であることから、国民年金の加入状況及

び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、申立人の国民年金手

帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得

日及び申立人の国民年金保険料の納付記録から、昭和 62 年６月と推認でき、

その時点において、申立期間は時効により保険料を納付することができない

期間であり、申立期間の保険料を納付するためには、別の手帳記号番号が払

い出される必要があるが、申立人は、これまで交付された年金手帳は１冊の

みであるとしている上、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡も見

当たらない。 

   さらに、申立人と一緒に国民年金保険料を納付していたとするその妻につ

いても、申立期間の保険料が未納となっている。 



 

  

   加えて、申立期間は 219 か月に及んでおり、これだけの長期間にわたる事

務処理を、同一の行政機関が続けて誤ることは考え難い。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6540 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年 11 月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 11月から 60年３月まで 

    私の夫は、昭和 44 年に結婚したことを契機に、市役所の支所で夫婦二人

の国民年金の加入手続を行い、現在所持している年金手帳が交付された。

その際に、夫は、国民年金保険料を遡って納付することができると知って

いたので、20 歳から未納となっていた夫婦二人分の保険料を遡って納付し

た。その後の保険料については、集金人又は金融機関で夫婦二人分を一緒

に納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年に市役所の支所で、その夫が夫婦二人の国民年金の加

入手続を行い、申立期間の国民年金保険料については、夫が夫婦二人分を一

緒に納付していたと主張しているが、申立人の国民年金の加入手続を行い、

申立期間の保険料を納付していたとするその夫は、国民年金の加入手続を行

った時期、保険料の納付金額等についての記憶が曖昧であることから、国民

年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は、申立人の国民年金

手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取

得日及び申立人の国民年金保険料の納付記録から、昭和 62 年６月と推認でき、

その時点において、申立期間は時効により保険料を納付することができない

期間であり、申立期間の保険料を納付するためには、別の手帳記号番号が払

い出される必要があるが、申立人は、これまで交付された年金手帳は１冊の

みであるとしている上、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡も見

当たらない。 



 

  

   さらに、申立人と一緒に国民年金保険料を納付していたとするその夫につ

いても、申立期間の保険料が未納となっている。 

   加えて、申立期間は 221 か月に及んでおり、これだけの長期間にわたる事

務処理を、同一の行政機関が続けて誤ることは考え難い。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6541 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年１月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年１月から 58年３月まで 

    私は、昭和 55 年１月に会社を退職し、その月に区役所で国民年金加入の

手続を行った。当時、妻は国民年金に任意加入していたので、妻の種別変

更の手続も一緒に行った記憶がある。当時の国民年金保険料の納付は、妻

に任せていたのでよく分からないが、口座振替になる平成元年までは、二

人分の保険料を妻が自宅で集金人に払っており、申立期間における妻の年

金記録は納付済みとなっている。 

    国民年金保険料の納付は義務だと思って納付し続けており、申立期間が

未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 55 年１月に国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、

申立人の国民年金被保険者名簿から、申立人が国民年金の加入手続を行った

のは、59年４月であることが確認でき、申立内容と一致しない。 

   また、申立人が、国民年金の加入手続を行ったとされる昭和 59 年４月の時

点において、申立期間のうち、55 年１月から 56 年 12 月までの期間は、時効

により国民年金保険料を納付することができない期間であり、当該期間の保

険料を納付するには、別の国民年金手帳記号番号が払い出されている必要が

あるが、申立人は、申立期間の始期から手帳記号番号の払出時期を通じて、

同一区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されるとは考え難く、

その形跡も無い。 

   さらに、申立期間のうち、昭和 57 年１月から 58 年３月までの期間は、前

述の加入手続時点を基準とすると、過年度納付が可能な期間であるが、国民

年金被保険者名簿によると、申立人は、申立期間直後の 58 年４月から 59 年



 

  

３月までの国民年金保険料を同年 12 月にまとめて過年度納付していることが

確認できるものの、申立人の保険料を一緒に納付していたとする申立人の妻

は、保険料を遡ってまとめて納付したことは無く、申立期間についても遡っ

て納付したことは無いと述べている。 

   加えて、申立人及びその妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6542 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年 12 月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年 12月から 60年３月まで 

    私は、昭和 55 年 12 月頃に、その当時勤務していた店の経営者の母親に

勧められたので、市役所で国民年金の加入手続を行った。 

    申立期間の国民年金保険料については、当初は、送付されてきた納付書

に現金を添えて市役所の出納課で毎月納付し、昭和 58 年頃からは、銀行の

窓口で毎月納付していた。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 55 年 12 月頃に、市役所で国民年金の加入手続を行ったと

主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された

任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続

が行われたのは、60 年８月頃であると推認でき、国民年金の加入手続時期に

ついての申立人の主張と一致しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、Ａ市において払い出されている

ことが確認でき、申立人は申立期間を通じて同一市内に居住しており、別の

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間当初は、送付されてきた納付書に現金を添え

て市役所の出納課で毎月国民年金保険料を納付し、昭和 58 年頃からは、銀行

の窓口で毎月保険料を納付していたと主張しているが、申立期間当時、申立

人が居住していた市における保険料の納付は、３か月ごとであったことが確

認できる上、申立人は、申立期間の保険料の納付金額についての記憶が無い

ことから、申立期間当時の保険料の納付状況は不明である。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関



 

  

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6543 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年２月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年２月から 56年３月まで 

    私は、申立期間当時、大学生及び大学院生であったが、昭和 54 年４月頃

に、母親が市役所で、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を

納付してくれていたと聞いている。申立期間が国民年金に未加入で保険料

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 54 年４月頃、その母親が、申立人の国民年金の加入手続を

行ってくれたと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号

が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の加入手

続は、58年７月と推認され、申立内容と一致しない。 

   また、申立人は、昭和 58 年７月は大学院生だったと述べているところ、申

立人の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたとするそ

の母親は、申立人の加入手続時期については、申立人が大学院博士課程の頃

であったと思うと述べており、加入手続が行われたと推認される時期と一致

している。 

   さらに、申立人は、申立期間当時、大学生及び大学院生であり、国民年金

に加入するには、制度上、任意加入することになるが、申立人が所持する年

金手帳には、申立人が初めて国民年金の被保険者となった日は、申立人が申

立期間当時の大学院修了後に就職した会社を退職した日の翌日の昭和 58 年６

月１日と記載されており、オンライン記録でも、同年同月より前に国民年金

の被保険者資格を取得した記録は確認できないことから、申立期間当時、国

民年金の加入手続はなされておらず、当該期間は未加入期間となり、申立人

の国民年金の加入手続が行われたと推認される同年７月の時点で、遡って被



 

  

保険者資格を取得することも、国民年金保険料を納付することもできない期

間である。 

   加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付するには、別の国民

年金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、その形跡は見当たらな

いことに加え、戸籍の附票でも、当該期間当時、申立人が居住していた市以

外に住民登録していた事実が確認できないことから、申立人が同市以外で国

民年金に加入していたとは考えにくい。ちなみに、当該期間が、強制加入被

保険者とされていたとしても、昭和 58 年７月時点では、時効により保険料を

納付することはできない。 

   その上、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6544 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年 12 月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 12月から 54年３月まで 

    私は、時期や場所については分からないが、申立期間当時に、父親又は

母親が、私の国民年金の加入手続を行ってくれたと思う。国民年金保険料

については、父親又は母親が、父親が経営していた店へ来た集金人に、私、

父親及び母親の３人分を一緒に納付していたはずである。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、時期や場所については分からないが、申立期間当時に、その父

親又は母親が、申立人の国民年金の加入手続を行い、その父親が経営してい

た店に来た集金人に、申立人、その父親及び母親の３人分の国民年金保険料

を一緒に納付していたはずであると主張しているが、申立人自身は、国民年

金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の

加入手続及び保険料の納付を行ったとするその父親及び母親は、既に亡くな

っていることから、申立期間当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状

況は不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入

被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続が行われ

たのは、昭和 55 年１月頃であると推認できることから、国民年金の加入手続

時期についての申立人の主張と一致しない。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年３月頃に払い出され

ていることが確認できる上、申立人は、継続して同一区内に居住しており、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 



 

  

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6545 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年１月から同年３月までの期間、同年７月から同年９月ま

での期間、61 年 10 月から 62 年３月までの期間、同年６月から 63 年３月ま

での期間、平成２年１月、３年９月、４年４月及び同年８月の国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 60年７月から同年９月まで 

             ③ 昭和 61年 10月から 62年３月まで 

             ④ 昭和 62年６月から 63年３月まで 

             ⑤ 平成２年１月 

             ⑥ 平成３年９月 

             ⑦ 平成４年４月 

             ⑧ 平成４年８月 

    私は、母親に勧められ、昭和 50 年１月に区役所で加入手続を行い、毎月、

国民年金保険料を銀行で納付してきた。離婚後、保険料納付が困難となり、

社会保険事務所（当時）に国民年金をやめたいと相談に行ったところ、17

年以上納付したのだから、もう一度納付書を作成してあげるので、25 年を

満たすまでは頑張った方がいいと助言され、その後も銀行で毎月、納付を

行ってきた。申立期間①から⑧までの保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①から④までについて、申立人は、毎月、国民年金保険料を銀行

で納付してきたと述べているが、当該期間は近接している上、申立人は、当

該期間を通じて同一区内に居住し続けており、同一の行政機関が複数回事務

処理を誤ることは考えにくい。  

   また、申立期間⑤から⑧までについて、オンライン記録によると、当該期



 

  

間の国民年金保険料は、「時効期間納付」を理由に過誤納となり、その後、

申立期間⑤の保険料については、平成４年３月に、元年２月の保険料に充当

され、申立期間⑥の保険料については、５年 11 月に、申立人自身の銀行の預

金口座に還付され、申立期間⑦の保険料については、６年６月に、４年５月

の保険料に充当され、申立期間⑧の保険料については、６年 10 月に４年９月

の保険料に充当されていることが確認でき、それぞれ納付済みとはならなか

ったものと考えられる。 

   さらに、平成元年４月から５年９月までの期間のうち、収納日を確認する

ことができる申立人の国民年金保険料の納付状況は、それぞれ２年の時効が

経過する直前に過年度納付されていることが確認できる。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7531 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 43 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成８年 12 月１日から 11 年８月１日まで 

    私は、Ａ社に平成８年 12 月１日に入社し、１週間の研修を受けた後

に、Ｃ職としてＢ店舗で 11 年７月 31 日まで勤務したが、申立期間の厚

生年金保険被保険者記録が欠落している。当時の同僚１名は、入社当初

の給与から厚生年金保険料が控除されていたと言っており、私も申立期

間の給与から厚生年金保険料が控除されていたはずであるので、調査し

て申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述から、申立人が申立期間にＡ社Ｂ店舗において勤務し

ていたことは推認できる。 

   しかしながら、申立人がＡ社Ｂ店舗において同じＣ職として勤務してい

たと名前を挙げた同僚は、「私は、平成８年３月１日から同社Ｂ店舗に勤

務しており、入社時に店長から、試用期間経過後に社会保険又は国民年金

に加入するか選択できると聞いたので、約３か月後に社会保険に加入する

ことを選択し、書面により手続を行った。」と述べているところ、この同

僚は同年５月 26 日に同社において厚生年金保険の被保険者資格を取得し

ていることが確認できる上、当時の同僚 17 名に文書照会を行ったところ、

回答があった６名のうち４名は、「同社では当時、厚生年金保険の加入は

希望制であった。」と述べている。 

   また、申立人が入社当初の給与から厚生年金保険料が控除されていたと

述べているとして名前を挙げた別のＣ職の同僚は、「私は、平成８年９月

20 日からＡ社Ｂ店舗に勤務していたが、申立期間当時は厚生年金保険に

加入していなかったので、18 年７月までは国民年金に加入し、保険料を



                      

  

自ら納付していた。」と回答している。 

   さらに、Ａ社における前記の同僚２名を含む 11 名について、厚生年金

保険及び雇用保険の加入状況を見ると、両者の加入期間は全て一致してい

ることから、同社では厚生年金保険と雇用保険は一体として取り扱われて

いたことがうかがえるところ、申立人は雇用保険の加入記録を確認するこ

とができない。 

   加えて、同僚から申立期間当時一緒に勤務したとして名前の挙がった同

僚についてＡ社における厚生年金保険の加入記録を調べたところ、記録が

確認できない者が複数名存在することから、同社においては、申立期間当

時、希望制などにより必ずしも全ての従業員を厚生年金保険に加入させて

いたわけではなかったことがうかがえる。 

   また、Ａ社は、申立人に係る書類は保管されていないため、給与から厚

生年金保険料を控除していたかは不明である旨回答している上、申立人も、

厚生年金保険料の控除を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがえ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7532 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19 年 10 月１日から 27 年５月１日まで 

             ② 昭和 28 年７月 21 日から 36 年９月６日まで 

厚生年金保険の記録によると、私が勤務したＡ社Ｂ工場及びＣ社（現

在は、Ｄ社）Ｅ工場に係る厚生年金保険の被保険者期間については、脱

退手当金を支給済みとなっているが、受給した記憶は無いので、年金記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人が勤務していたＡ社Ｂ工場に係る申立人の

厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために必要となる申

立人の厚生年金保険被保険者期間及び当該期間に係る標準報酬月額の合計

額を厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答した記録があるほ

か、脱退手当金支給の根拠条文である旧厚生年金保険法第 48 条の２項を

示す「48.２」と記載されている。 

   また、申立人に係る脱退手当金は、申立期間①に係るものと申立期間②

に係るものと２回にわたり支給されたと記録されているところ、支給額に

計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さはうかがえない上、申立

てに係る事業所及び支給事務を行った管轄の社会保険事務所（当時）も異

なっていることから、２回とも申立人の意思に反して請求されているとい

うことは考え難い。 

   さらに、申立人の厚生年金保険被保険者記号番号は、申立期間である２

回の被保険者期間は、同一番号で管理されているにもかかわらず、申立期

間後の被保険者期間は、別の番号となっており、脱退手当金を受給したた

めに番号が異なっているものと考えるのが自然である。 



                      

  

   このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7533 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年８月１日から 54 年７月 26 日まで 

    私は、昭和 52 年８月１日から 54 年７月 25 日までＡ社に勤務してい

たが、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。病気治療のため

入院することになり、同社を退社したが、会社の健康保険を使っていた

と記憶しており、給与から厚生年金保険料も控除されていたと思う。調

査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が同僚として名前を挙げた者の証言により、期間は特定できない

ものの、申立人がＡ社に勤務していたことはうかがえる。 

   しかし、Ａ社の元事業主は、連絡先が不明のため、申立人の勤務実態及

び厚生年金保険料控除について確認することができない。 

   また、申立人及び上記の同僚が、Ａ社で申立人と同じＢ職として勤務し

ていたと名前を挙げた複数の同僚は、オンライン記録において、同社に係

る厚生年金保険の被保険者となっていないことが確認でき、同社では全て

の従業員を厚生年金保険に加入させていたわけではなかった事情がうかが

える。 

   さらに、申立人は、Ａ社に係る健康保険被保険者証を使用して入院した

旨供述していることから、申立人が入院したとする病院に照会したところ、

当該病院から提供された申立人に係る診療録によると、申立人が使用した

健康保険は、申立人が申立期間後の昭和 54 年 10 月 19 日に資格取得した

Ｃ社に係る健康保険であったことが確認できる上、当該病院は、初診日に

ついて、「初診月日までは教えられないが、時期は 55 年である。」と回

答している。 



                      

  

   加えて、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等を所持しておらず、

このほか、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7534 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年５月から同年７月１日まで 

             ② 昭和 29 年 12 月１日から 31 年９月まで 

    私は、昭和 29 年５月にＡ社へ入社し、31 年９月頃まで勤務した。し

かし、ねんきん定期便の記録では、29 年７月１日から同年 12 月１日ま

での期間だけが被保険者期間となっている。学校の紹介で入社したのだ

から、そんな短期間で辞めるわけがなく、３年ぐらいは勤務したはずで

ある。調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、同僚の供述から、申立人が当該期間においてＡ社

に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録により、Ａ社は、昭和 29 年７月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、当該期間については適用事業所

でなかったことが確認できる。 

   また、Ａ社の元事業主は当時の資料は無い旨回答していることから、申

立人の当該期間における厚生年金保険料控除について確認することができ

ない。 

   申立期間②について、申立人は、当該期間も継続してＡ社に勤務してい

たと述べている。 

   しかし、Ａ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿から、申立

人の資格取得日（昭和 29 年７月１日）以降に資格取得した同僚３名へ照

会したところ、申立人のことを記憶している者はおらず、当該同僚からも、

申立人が当該期間において、同社に継続して勤務していたことをうかがえ



                      

  

る証言を得ることができなかった。 

   また、Ａ社の元事業主は当時の資料は無い旨回答していることから、申

立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除を確認するこ

とができない。 

   このほか、申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所

持しておらず、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料が控除されていた

ことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7535 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年３月頃から同年５月９日まで 

             ② 昭和 37 年５月頃から同年９月頃まで 

             ③ 昭和 37 年 12 月頃から 42 年８月頃まで 

             ④ 昭和 42 年９月頃から 43 年５月頃まで 

             ⑤ 昭和 43 年９月頃から 44 年２月頃まで 

             ⑥ 昭和 48 年４月頃から同年６月頃まで 

             ⑦ 昭和 51 年８月 20 日から 52 年３月頃まで 

             ⑧ 昭和 61 年頃の３か月間 

             ⑨ 昭和 62 年頃から平成元年頃まで 

    厚生年金保険の記録によると、Ａ社に勤務していた申立期間①、Ｂ氏

の下でＣ職として勤務していた申立期間②、Ｃ職としてＤ社に勤務して

いた申立期間③、Ｃ職としてＥ社に勤務していた申立期間④及び⑥、Ｃ

職としてＦ社に勤務していた申立期間⑤、Ｃ職としてＧ社に勤務してい

た申立期間⑦、Ｃ職としてＨ社に勤務していた申立期間⑧、Ｃ職として

Ｉ社に勤務していた申立期間⑨がそれぞれ、厚生年金保険の被保険者期

間となっていない。 

    いずれの期間も勤務していたのは、間違いないので、調査の上、申立

期間①から⑨までを、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人がＡ社の同僚として名前を挙げた者の証言

から、勤務期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたこと

は認められる。 

   しかし、オンライン記録によると、Ａ社は昭和 57 年８月１日に厚生年



                      

  

金保険の適用事業所になっており、当該期間は適用事業所ではなかったこ

とが確認できる。 

   また、Ａ社は「当社は個人経営店として創業し、昭和 48 年に株式会社

となり、57 年８月から厚生年金保険に加入した。」と回答しているとこ

ろ、オンライン記録により、同社の元代表取締役及び上記同僚は、申立期

間において、厚生年金保険の被保険者となっていないことが確認できる。 

   さらに、Ａ社は「当時の資料は保管していない。」と回答していること

から、厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   申立期間②について、申立人はＢ氏の下で勤務し、当時Ｊ市に所在した

Ｋ社の工事に携わったとしているところ、当時のＪ市明細地図により、申

立人が記憶する地に同社が所在していたことが確認できるとともに、同社

は当時Ｃ職を営むＢ氏という人物がいた旨回答していることから、勤務期

間は特定できないものの、申立人が同氏の下で勤務していたことがうかが

える。 

   しかし、申立人は、Ｂ氏は個人経営のＣ職であったと述べている上、Ｊ

市を管轄する法務局に対する照会結果において、Ｂ名称の事業所に係る商

業登記の記録は確認できず、厚生年金保険の記録においても、Ｊ市に所在

するＢ名称の適用事業所は見当たらない。 

   また、申立人は給与支払形態について、勤務日数に応じた手間賃であっ

たと述べている上、申立人は、Ｂ氏の名前を記憶していないため、同人を

特定することができないことから、厚生年金保険料の控除について確認す

ることができない。 

   申立期間③について、申立人のＤ社の所在地についての記憶は詳細かつ

具体的であり、当時の明細地図と一致していることから、勤務期間は特定

できないものの、申立人は同社に勤務していたことがうかがえる。 

   しかし、オンライン記録において、Ｌ市に所在するＤ社名の厚生年金保

険の適用事業所は見当たらず、Ｌ市を管轄する法務局への照会によっても

同社名の商業登記の記録は確認できない。 

   また、申立人は給与支払形態について、勤務日数に応じた手間賃をもら

っていたと述べている上、申立人がＤ社の元代表取締役及び同僚として名

前を挙げた者は、いずれも連絡先が不明のため、申立人の当該期間におけ

る厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   申立期間④及び⑥について、申立人は、Ｅ社では請負契約であったと述

べている。 

   また、Ｅ社は「当時の従業員名簿及び厚生年金保険に関する資料を確認

したものの、申立人の氏名は見当たらず、当時の在籍者に対する照会によ

っても、申立人を記憶している者はいなかった。また、当時、当社ではＣ

職については個人、法人とも請負契約であり、当社の社員扱いでなかっ



                      

  

た。」と回答している。 

   さらに、Ｅ社の元社員は「同社では正社員のほかに請負契約の者が業務

に従事していた。」と述べており、同僚調査によっても申立人の当該期間

における厚生年金保険料控除がうかがえる証言を得ることはできなかった。 

   申立期間⑤について、商業登記の記録により、申立人が記憶する地にＦ

社が所在していたことが確認できることから、申立人は、勤務期間は特定

できないものの、同社に勤務していたことはうかがえる。 

   しかし、Ｆ社の元事業主からは回答を得られないため、申立人の当該期

間における厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   また、オンライン記録により、Ｆ社は厚生年金保険の適用事業所となっ

ていないことが確認できるところ、同社の元事業主及び元役員は、当該期

間を含む期間において、国民年金に加入し、保険料を納付していることが

確認できる。 

   申立期間⑦について、申立人は、Ｇ社では請負契約であったと述べてい

る。 

   また、オンライン記録において、Ｇ社は厚生年金保険の適用事業所とな

っていないことが確認できる。 

   さらに、Ｇ社は既に解散しており、元事業主の所在も不明なため、申立

人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認することができ

ない。 

   申立期間⑧について、商業登記の記録により、申立人が記憶する地にＨ

社が所在していることが確認できることから、勤務期間は特定できないも

のの、申立人は同社に勤務していたことはうかがえる。 

   しかし、厚生年金保険の記録において、Ｈ社は厚生年金保険の適用事業

所となっていないことが確認できる。 

   また、申立人は給与の支払形態について、勤務日数に応じた手間賃をも

らっていたと述べている上、Ｈ社の元事業主は既に死亡しており、同社か

らの回答も得られないことから、当該期間における厚生年金保険料の控除

について確認することができない。 

   申立期間⑨について、申立人は、Ｉ社では請負契約により勤務していた

と述べている。 

   また、オンライン記録によると、Ｉ社が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは、平成８年７月１日であり、当該期間において同社は適用事業所

となっていないことが確認できる。 

   さらに、Ｉ社は、「当社は、平成８年７月から厚生年金保険の適用事業

所となっており、適用事業所となる前は、取締役を含む社員は国民年金に

加入していた。」と回答しているところ、オンライン記録により、同社の

代表取締役、取締役及び申立人はいずれも当該期間において国民年金に加



                      

  

入し、保険料を納付していること確認できる。 

   このほか、申立人は申立期間①から⑨までについて、厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが確認できる給与明細書等の資

料を所持しておらず、厚生年金保険料控除をうかがえる関連資料及び周辺

事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①から⑨までに係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7536 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 10 月１日から６年４月１日まで 

    厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、Ａ社（現在は、Ｂ社）

に昭和 27 年４月１日から平成６年３月 31 日までの期間継続して勤務し

ていたはずなのに、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間となってい

ない。調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてもＡ社に勤務していたと主張している。 

   しかし、雇用保険の加入記録によると、申立人は、平成４年９月 30 日

に離職となっている上、Ｂ社が保管するデータ記録における申立人の退職

日も同日と記録されていることが確認でき、両者の離職日は一致している。 

   また、Ｃ健康保険組合の保管するデータ記録に基づく回答及びＤ企業年

金基金の保管する加入員番号払出簿による中途脱退年月日の記録から、申

立人の健康保険及び厚生年金基金の資格喪失日は、平成４年 10 月１日と

なっており、これは、申立人のオンライン記録における資格喪失日と一致

している。 

   さらに、Ｂ社は、「当社のデータによると、申立人は平成４年９月 30

日に退職しているが、仮に、退職後に再雇用した場合、従前の社員番号で

はなく、新たな社員番号が付される。しかし、申立人について新たな社員

番号が確認できないことから、再雇用はしていないはずである。」と回答

している。 

   加えて、オンライン記録によると、申立人は平成４年 10 月１日に厚生

年金保険被保険者資格を喪失し、同日に特別支給の老齢厚生年金の受給権

が発生していることが確認できるところ、７年４月１日以前においては、



                      

  

特別支給の老齢厚生年金を受給するためには、退職（被保険者資格の喪

失）が要件とされていたことから、申立期間において在職していたとは考

え難い。 

   また、Ｂ社は、上記データ記録以外の関係書類は無いと回答しており、

申立期間の保険料控除について確認することはできない上、複数の同僚に

照会したものの、申立期間における申立人の勤務実態についての供述が得

られない。 

   さらに、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す給与明細書等を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間に係る勤務実態及び保険料控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7537（事案 1383 の再々申立て、事案 6313 の再申立

て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年 10 月１日から 39 年４月１日まで 

    Ａ社には、昭和 36 年４月１日に入社して、45 年３月 31 日まで継続

して勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の記録では、同社に勤

務していた期間のうち、申立期間について被保険者記録が欠落している

ので、申立期間を被保険者期間として認めてほしいと申立てを行ったが、

初回、前回の申立てでは記録の訂正は認められなかった。 

    しかし、夫はＡ社には同社の自動車で通勤していたし、仕事は日曜、

祝日も無く休むこと無く働き、甥
おい

は私たちのアパートに住み一緒に働い

たのに、記録の訂正が認められなかったことに納得できない。申立期間

について、厚生年金保険の被保険者期間であったことを認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿及び同被保険者原票において、申立期間に申立人の名前は確認

できない上、整理番号に欠番も無く、同社の事業主は、同社と同一所在地

においてＢ社（Ｃ業務）を経営しており、両事業所の厚生年金保険被保険

者記録がある同僚が２名いるものの、オンライン記録及びＢ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿の両方に、申立人の名前は見当たらず、整

理番号に欠番も無い上、申立期間においては申立人の雇用保険の加入記録

も確認できない。 

   また、申立人が提出した昭和 38 年 11 月の社員旅行の写真について、氏



                      

  

名が判明した申立人を除く 12 名のうち、３名が同年 11 月において厚生年

金保険の被保険者資格を既に喪失していること、厚生年金保険被保険者記

録上、12 名全員が被保険者である期間も無いことから、Ａ社では、勤務

している者の全てを厚生年金保険に加入させる取扱いをしていなかったこ

とがうかがえること等から、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年 10 月

15 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   さらに、再申立てに当たり、申立人は、申立期間当時、給与から厚生年

金保険料が控除されていたことを月々の給与明細書において確認しており、

退職したことも無いと主張しているが、これは委員会の当初の決定を変更

すべき新たな事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更

すべき新たな事情は見当たらないことから、既に当委員会の決定に基づく

平成 23 年８月 10 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

   今回の申立てに当たり、申立人の妻は、夫はＡ社には同社の自動車で通

勤していたし、仕事は日曜、祝日も無く休むこと無く働き、甥
おい

は私たちの

アパートに住み一緒に働いたと主張しているが、これは委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

   また、Ａ社の事業主に改めて確認したところ、「Ｄ職の者は 20 ないし

30 名ぐらいいたが、一人一人が責任者と認識していた。仕事がある時は

働いてもらうが、そうでない時は近隣の同業者から声がかかればそこへ行

くというのは当たり前だった。私は社会保険のことはよく分からないので、

税理士に依頼していた。」と供述している。 

   さらに、当時のＡ社の社会保険事務を担当していた同僚に再度照会した

ところ、「申立人は近隣のほかの事業所に貸出しという形で働いていたよ

うに思う。ほかにも申立人と同様の者がいた。その場合、給与はＡ社では

支給せず、貸出先で支払われるので、社会保険も貸出先の取扱いに従って

行われるのではないか。」と供述しており、そのほかに委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7538（事案 7222 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年４月１日から 41 年２月 20 日まで 

    私の年金の記録を確認したところ、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店に勤

務した期間の厚生年金保険の被保険者期間が脱退手当金を支給済みとな

っているので、第三者委員会に申立てを行ったが、記録の訂正には至ら

なかった。しかし、同僚が、「庶務課の担当者から脱退手当金の説明を

受けて、手続をしてもらい、脱退手当金を受け取った。」と言っていた

ので、その同僚の脱退手当金は会社が手続をしたかもしれないが、私は、

その同僚と勤務していた部署が違うので、会社から脱退手当金の説明は

受けていないし、脱退手当金を受け取っていない。第三者委員会で再度

審議し、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載さ

れているページとその前後２ページに記載されている脱退手当金の受給資

格を満たしている女性全員について脱退手当金の支給記録が確認できる上、

そのうちの１名は事業所の担当者から説明があり、事業所が手続したと述

べており、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がな

された可能性が高いものと考えられる上、上記被保険者名簿の申立人の欄

には脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、

申立人の脱退手当金は、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後

の昭和 41 年３月 29 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 23 年 11 月

９日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、「同僚は以前から、『会社から説明があり、庶務課の



                      

  

担当者が手続を行い、脱退手当金を受け取った。』と言っているが、その

同僚と私は勤務していた部署が違うので、脱退手当金の説明は受けていな

いし、脱退手当金を受け取っていない。」として再申立てを行っているが、

申立人が記憶する同僚は、当時のことはよく覚えていないが、脱退手当金

支給済みの記録には納得していると述べている上、前回の申立てに際し、

会社から説明があり、脱退手当金を受給したと述べている同僚は、申立人

と同じ部署で勤務していたとしていることから、これは委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


